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平成 29 年 12 月 11 日 

各  位

処分価格及び売出価格等の決定に関するお知らせ 

平成 29 年 12 月１日開催の当社取締役会において決議いたしました自己株式の処分及び当社株式の

売出しに関し、処分価格及び売出価格等を下記のとおり決定いたしましたので、お知らせいたします。 

記 

１．公募による自己株式の処分（一般募集） 

(１) 処分価格（募集価格） １株につき     1,022 円

(２) 処 分 価 格 の 総 額      3,244,850,000 円

(３) 払 込 金 額 １株につき     974.30 円

(４) 払 込 金 額 の 総 額           3,093,402,500 円

(５) 申 込 期 間 平成 29 年 12 月 12 日(火)～平成 29 年 12 月 13 日(水)

(６) 払 込 期 日 平成 29 年 12 月 20 日(水)

（注）引受人は払込金額で買取引受けを行い、処分価格（募集価格）で募集を行います。 

２．当社株式の売出し（オーバーアロットメントによる売出し） 

(１) 売 出 株 式 数          475,000 株

(２) 売 出 価 格 １株につき     1,022 円

(３) 売 出 価 格 の 総 額          485,450,000 円

(４) 申 込 期 間 平成 29 年 12 月 12 日(火)～平成 29 年 12 月 13 日(水)

(５) 受 渡 期 日 平成 29 年 12 月 21 日(木)

３．第三者割当による自己株式の処分 

(１) 払 込 金 額 １株につき    974.30 円

(２) 払 込 金 額 の 総 額 （上限） 462,792,500 円

(３) 申込期間（申込期日） 平成 30 年１月 16 日(火)

(４) 払 込 期 日 平成 30 年１月 17 日(水)

＜ご参考＞ 

１．処分価格（募集価格）及び売出価格の算定 

(１) 算定基準日及びその価格  平成 29 年 12 月 11 日(月)     1,060 円

(２) デ ィ ス カ ウ ン ト 率   3.58 ％

会 社 名 日 本 プ ラ ス ト 株 式 会 社

代 表 者 名 代 表 取 締 役 社 長   永 野  博 久

（コード番号 7291 東証第二部） 

問 合 せ 先 総 務 部 長     斉 田  敦

      （℡ 0544-58-6830）
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２．シンジケートカバー取引期間 

平成 29 年 12 月 14 日(木)から平成 30 年１月 12 日(金)まで 

３. 今回の調達資金の使途 

今回の一般募集及び第三者割当による自己株式の処分に係る手取概算額合計上限 3,550,095,000 円

について、平成30年３月末までに全額を当社における借入金の返済に充当する予定であります。なお、

実際の充当時期までは、安全性の高い銀行預金等にて運用する予定であります。 

今回の資金調達の目的としては、以下のとおりです。 

当社グループは、内外装樹脂事業（プラスチック）と安全事業（ハンドル･エアバッグ）を経営の両

輪とし、開発･設計から金型･設備手配、部品生産までを一貫して行うことで、グローバル展開してお

ります。 

そうした中、当社グループの主要取引先である自動車メーカーにおいては、各国の市場動向、需要

地と生産地のバランス等を考慮し、海外での現地生産を拡大するとともに、各仕向地ニーズに適合し

た車両開発のための開発機能の現地化も加速されており、当社グループ各社はこれらの環境変化に対

応すべく、新規車種受注対応・機械設備更新、競争力強化のための省人化・合理化等の設備投資を進

めております。 

 当社グループ各社の今後の更なる資金需要に備えるために、当社の財務基盤の一層の拡充が必要と

考えており、今回の一般募集及び本件第三者割当自己株式処分による資金調達は当社における借入金

の圧縮を目指すものであります。 

以  上


